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NY マーケットレポート（2018 年 6 月 27 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、中国企業の対米投資制限を巡り、トランプ米政権が強硬策を見送るとした報道を受けて、ドル円・クロス円は堅

調な動きとなった。その後、米国家経済会議（NEC）委員長が、トランプ大統領は中国への姿勢を緩めていないと発言したこと

から、ドルは上値の重い動きとなった。また、米株価の下落も加わりドル円・クロス円は終盤にかけて上値の重い動きとなった。 

 

 

主要な米経済指標結果 

 

5 月耐久財受注（前月比） -0.6％（予想 -1.0％・前回 -1.6％⇒-1.0％） 

 

5 月耐久財受注[除輸送用機器] -0.3％（予想 0.5％・前回 0.9％⇒1.9％） 

 

5 月の米耐久財受注は、市場予想を上回ったものの、2 ヵ月連続のマイナスとなった。輸送機器が-1.0％となり、民間航空機が

-7.0％、国防関連の航空機は+21.1％、自動車・同部品は-4.2％。輸送機器を除いた受注は、市場の増加予想に反して-0.3％と

なり、4ヵ月ぶりのマイナスとなった。輸送機器以外では、一次金属が-0.4％、電算機・電子製品が-1.1％、電機・家電が-1.5％、

一般機械が+0.3％だった。資本財は+0.2％となり、資本財から国防関連を除いた受注は-2.0％となり、民間設備投資の先行指標

となる非国防資本財から航空機を除いたコア受注は-0.2％だった。また、国防関連は+15.1％となった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

 

5 月中古住宅販売仮契約（前月比） -0.5％（予想 0.7％・前回 -1.3％） 

 

5 月中古住宅販売仮契約（前年比） -2.8％（前回 0.4％⇒0.3％） 

 

5月の米中古住宅販売仮契約指数は、前月比-0.5％の 105.9（2001年=100）となり、2ヵ月連続の低下となった。前年比では-2.2％

となった。地域別では、北東部が+2.0％、中西部が+2.9％、西部が+0.6％となったが、最大市場の南部が-3.5％となった。 

 

 
出所：Bloomberg 
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要人発言 

 

ムニューシン・米財務長官 

 

・対 GDP債務比率を問題視せず 

 

 

クドロー・NEC（米国家経済会議）委員長 

 

・米国が通商面で出した要求に対し、中国側の対応は満足の行くものではない 

・トランプ大統領は中国への姿勢緩めていない 

・米経済は拡大している一方、中国経済は芳しくない 

 

 

ローゼングレン・ボストン連銀総裁 

 

・柔軟なインフレ目標､ゼロ金利回避助ける可能性も 

・失業率､長期水準を過度に下回らないのが望ましい 

・高失業率の局面を遠ざけるには財政や規制、金融政策の多様な行動が必要になる 

・インフレ目標に一段の柔軟性を持たせることも検討するべきだ 

・将来の景気悪化時において銀行が資産縮小に向け融資を控えざるを得なくなる動因に対処するため、米金融当局は大手銀行に

義務付けているカウンターシクリカル資本バッファーを引き上げるべきだ  

 

 

米主要株価は反落 

 

米株式市場は、トランプ大統領が中国投資制限で最も厳しい措置は取らないと決定したとの報道を受けて、主要株価は序盤から

堅調な動きとなったものの、その後、米政府高官が中国への強硬策を見送ったとの見方を否定したことを受けて、売りが優勢と

なり、主要株価は反落となった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 285ドル高まで上昇した。その後は

下落に転じ、165ドル安で終了した。 

 

 

出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


